
※右記のQRコード又はFAXにてお申し込みください。

講師テーマ参加開催日時

中小企業診断士
宮里 悠司 氏

⾧く働きたくなる企業の特徴と組織的な動機付け
昨今は人員が大きな経営課題となっています。従業員の採用はこれまで以上に難しくなること
が予測されます。採用と併せて、従業員の定着率を高めるための取組が重要です。従業員定着
率の高い企業の実例や組織的な動機付けを行うためのヒントを学びます。

7/17
（木）１

中小企業診断士
新田 慶子 氏

介護施設のBCP対策 基礎編
経営環境及び業務の変化などに対応して、実現可能性を保持するため適時見直し、事業の継続
を目的としたBCP策定を支援します。

7/30
（火）２

中小企業診断士
新田 慶子 氏

介護施設のBCP対策 実践編
完全義務化されたBCPは、令和6年3月31日迄が猶予期間となりました。基本報酬の減算が開始
される前にBCP作成を完了できるように、厚生労働省のひな型を使ってBCP策定を支援します。

8/6
（火）３

沖縄県生産性本部
専務理事

岸本 恵春 氏

介護事業所の人事評価制度（基礎編・実践編）
公正な評価を行いたいが、どのように人事評価制度を作り上げたらよいか分からないというの
が実態でしょう。人事評価の基本的な考え方、仕組みの構築、運用までわかりやすく解説しま
す。

8/27
（火）４

沖縄県生産性本部
専務理事

岸本 恵春 氏

組織活性化 働きがいのある職場づくり
利用者が増え、職員が増え、組織が大きくなるにつれ、組織の理念やビジョンの共有、職員の
一体感が薄れ組織が機能不全に陥ります。組織とは何か、役職者の役割とは何かをあらためて
確認していきます。

9/10
（火）５

特定社会保険労務士
青山 喜佐子 氏

介護事業所におけるハラスメント対策
ハラスメントのない職場では、安心して働け、仕事に専念でき、働きやすい環境は、生産性を
高め、幸福感を向上させます。介護事業所の人事・労務担当者が押さえておきたいポイントや
とるべき対応を社会保険労務士が分かりやすく解説します。

9/26
（木）６

沖縄県保健医療介護部高齢者介護課
令 和 ６ 年 度 沖 縄 県 介 護 役 職 者 向 け マ ネ ジ メ ン ト 研 修 事 業

介護事業所役職者向け
オンラインセミナー

受講
無料

お問い合わせ

（一社）沖縄県中小企業診断士協会
〒901-0152 沖縄県那覇市字小禄1831-1
（沖縄産業支援センター 3階 314号室）

098-917-0011
伊佐、上原住所

E-mail

担 当

isa.t＠oki-shindan.or.jp

WEB申込

介護施設等の経営の安定、人材の定着等を支援するため、介護施設等の経営者・役職者を対象に、将来を見据えた
経営・組織戦略の構築及び多様な人材の確保・定着に資するための研修事業を実施します。

事業
目的

参 加 申 込 書
役職: 氏名:参加者2企業名

Mailアドレス所在地・TEL
役職: 氏名:参加者3役職: 氏名:参加者1

MailアドレスMailアドレス

一般社団法人
沖縄県生産性本部

専務理事 岸本 恵春 氏

法政大学大学院イノベーション・マネジメン
ト研究科修了後、中小企業診断士として独立。
医療福祉やヘルスケア関連事業の経営改善や
開発支援、その他多様な事業所の人材育成・
マーケティング支援を県内外で実施している。

ウィステリア
パートナー

代表 新田 慶子 氏

中小企業診断士事務所
Grinパートナーズ

代表 宮里 悠司 氏

大手コーヒーチェーン企業でストアマネー
ジャーを歴任し、組織マネジメントや人材育
成に携わる。現在は経営改善事業や、事業承
継支援を中心としたコンサルティング業務を
行っている。

社会保険労務士法人
オフィスあるふぁ

共同代表青山 喜佐子 氏

21世紀職業財団ハラスメント防止客員講師
QCC上級指導士
県内金融機関早期退職後、現職
労務管理・人材育成研修を中心に行政機関・
民間企業のコンサルテイングを実施。

時間:各回共通 14:00～16:00

F A X 098-917-0022

※カメラ付きPCをご準備ください。

介護人材活用促進

介護人材活用促進

介護人材活用促進

施設経営者向け

施設経営者向け

施設経営者向け

生産性本部入職以来、人事制度の第一人者で
ある楠田丘氏に師事し、県内各企業の人事制
度確立に活躍。また地方公務員法改正による
自治体の人事評価制度の設計・構築と評価者
及び被評価者の指導にあたる。


